
１　意見募集期間　　令和７年１月６日（月）から 令和７年２月５日（水）まで

２　意見提出者数　　１２者（個人：１０・団体：２）

３　意見件数　　　　５４件

４　意見の内容　　　下表のとおり

５　修正の有無　　　あり（意見を受けて修正したもの：６件）

No 意見の内容（要旨） 市の考え方 修正の有無 修正の内容

1

本計画全体をみると、「施策の背景」「保護者の声」「統計データ」
等の背景や根拠等が具体的に示されており、合理的根拠に基づく政策
立案（ＥＢＰＭ）を徹底したものと推察されますので、「第１章　は
じめに」でその旨を記載してはどうでしょうか。

ご案内のとおり、本計画では、施策の効果をより一層
向上させるとともに、行政に対する信頼確保を図るた
め、基本施策の設定に当たっては、その背景や根拠等
を可能な限り具体的にお示ししたものですので、第１
章にその旨を追記させていただきます。

あり

p.1～8：「第１章　はじめに」において、以下のとお
り第８節を追記します。

第８節　EBPM（証拠に基づく政策立案）の推進
　少子高齢化の進展等、経済や社会の構造は急速に変
化し、財源や資源が限られる中、より効果的なこども
施策を多面的に展開し、市民から信頼される行政を運
営していくためには、こどもやその家庭をめぐる状況
に関するデータ等、証拠や根拠に基づく政策立案
（EBPM：Evidence Based Policy Making）を推進して
いく必要があります。
　本計画では、特に「第５章　施策の展開」におい
て、基本目標や基本施策の設定根拠となった、「こど
も・若者からのメッセージ」、「施策の背景」、「保
護者の声」、「統計データ」を具体的に示すことで、
こども施策におけるEBPMの徹底、推進を図っていま
す。

2
計画にある事業を実施するに当たっては、こどもが権利の主体であ
り、こどもの最善の利益や意見を尊重することを大切にしてくださ
い。

本市としましても、同様の考えで、基本目標１として
「こどもが権利の主体となり、常にこどもの最善の利
益が尊重される」、基本施策１－１として「こどもの
意見表明や社会参画の機会を充実させる」を掲げてお
ります。

なし ー

3
経済的困窮、障害等の困難を抱えるこどもや、外国籍等、多様なルー
ツを持つこどもの意見を聴取、反映させる取組を明記してください。

本計画では、基本理念の中に「こどもが思想・信条、
人種、民族、国籍、障害の有無、性的指向及びジェン
ダーアイデンティティ、生い立ち、成育環境、家庭環
境等によって、差別的取扱いを受けることがなく、夢
や希望を叶えるために、希望と意欲に応じて、のびの
びと挑戦でき、将来を切り開くことができる。」とい
う思いを込めており、その上で、基本施策１－１とし
て、「こどもの意見表明や社会参画の機会を充実させ
る」を掲げております。

なし ー

第３期松戸市子ども総合計画（案）に係るパブリックコメント（意見募集）手続きの実施結果について

（１）計画全般について：１件

（２）こどもの権利の保障について：１０件
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No 意見の内容（要旨） 市の考え方 修正の有無 修正の内容

4
こどもが安心して意見表明できるよう、日常こどもと接している民間
団体との協働も明記してください。

ご指摘のとおり、こどもが安心して意見を言える環境
や機会の充実を図るためには、地域でこどもと身近に
接している支援者や団体等との連携・協力は不可欠で
すので、基本施策１－１において、その旨追記させて
いただきます。

あり

p.77：「基本施策１－１」において、以下のとおり追
記します。

［基本施策１－１］ こどもの意見表明や社会参画の
機会を充実させる
　こどもが権利の主体として意見を表明し、社会に
参画できる機会を地域と連携・協力して充実させま
す。

5

「「松戸市子ども総合計画」の周知・啓発」（p.84）について、こど
もの権利の理解が普及するよう留意するとともに、周知・啓発だけで
はなく、策定・実施・評価においても、こどもの意見を聴取、反映す
るための取組を加えてください。

当事業は、本計画のこども向け冊子「こども版」を活
用し、こどもの権利や本市のこども施策について、周
知・啓発を行い、こどもや子育て当事者等から多様な
意見を引き出すことで、本市のこども施策の充実や改
善等を図るものですので、その旨を強調するため、当
事業の概要説明に追記させていただきます。

あり

p.84：事業No.4「「松戸市子ども総合計画」の周知・
啓発」の「概要」に、以下のとおり追記します。

「松戸市子ども総合計画」のこども向け冊子「こども
版」を活用し、こどもの権利や市のこども施策につい
て、こどもや子育て当事者、地域等を対象に周知・啓
発を行い、こどもや子育て当事者等から多様な意見を
引き出すことで、本市のこども施策の充実や改善等を
図ります。

6

p.84「学習指導要領に基づく授業での人権教育の実施」について、全
ての小中学校、高校で、低学年の時期からこどもの権利や人権に関す
る教育を行ってください。低年齢から人権意識を持つことは、いじめ
などあらゆる暴力への予防や早期対応につながり、こどもの意見表明
の力を養うことにもつながります。また、共通のカリキュラムや教材
を製作し、教職員や市民団体職員などの研修と人材派遣事業等をプロ
グラム化し、質の高い人権教育の普及を行ってください。

人権教育については、各教科や特別の教科　道徳、総
合的な学習の時間、特別活動、教科外活動等のそれぞ
れの特性を踏まえつつ、学校の教育活動全体を通じて
行うことが求められており、学年や学校種を問わず全
ての学校において人権教育の一層の推進が必要である
と考えております。人権教育の充実を目指した教育課
程の編成、人権尊重の理念に立った生徒指導、人権尊
重の視点に立った学級経営や学校づくりを推進してい
けるよう、啓発活動や教職員への研修会に取り組んで
まいります。

なし ー

7

p.84「こどもの人権の周知啓発に関するリーフレット等の配布（小学
校）」について、これまで毎年、小学校で千葉県発行の「子どもの権
利ノート」が配布されていますが、原版カラーのものが白黒印刷で、
教員から生徒へ何の説明もなく配布されています。これでは、こども
や保護者には興味を持たれず理解・活用されくいので、予算の無駄遣
いだと思います。人権教育と併せて理解浸透を図りながら配布してく
ださい。新たに松戸市独自でリーフレットを作成、配布するのは大歓
迎です。

千葉県発行の「子どもの権利ノート」について、県の
HPにカラー版のデータが掲出されており、スライド資
料として確認できるようになっております。市教育委
員会としましては、「子どもの権利ノート」について
各学校への周知を徹底し、児童生徒に対して、データ
の活用や共有といった啓発を推進してまいります。ま
た、松戸市作成のリーフレットについては、国や県の
施策を反映させた内容を継続配布してまいります。

なし ー

8

p.84「教職員への人権教育・研修の実施」について、全ての教職員を
対象に定期的に人権教育や研修を行い、実際の学校教育・学校運営・
こどもとの関りの中で実践され、学校で全てのこどもの権利が守られ
るように取り組んでください。それがこどもの権利意識に大きく影響
します。

現在の取組では教職員向けの研修として、千葉県教育
委員会主催の研修会や松戸市教育委員会主催の研修会
があり、全ての小中学校が参加しております。直面し
ている人権問題についての知識理解の向上を図り、学
校生活のあらゆる場面で、人権尊重の精神をもった授
業づくり、校内環境づくり、教室環境づくりを進める
よう、啓発を進めてまいります。

なし ー

9

地域のあらゆる場所で、こどもの権利・人権教育を実施することを事
業に加えてください。学校以外の場で過ごすこども、家庭、保育園や
学童その他居場所などで、こどもと関わる大人に対しても、こどもの
権利・人権教育を行ってください。さらに、全ての市役所職員へのこ
どもの権利についての理解が必要なので定期的な研修を行ってくださ
い。

本計画では、基本施策１－２において、「「こども基
本法」や「こどもの権利条約」の趣旨や内容につい
て、周知・啓発を行い、こどもが権利の主体であるこ
とについて、地域全体で共有を図ります。」としてお
りますので、当施策を着実に推進してまいります。

なし ー
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No 意見の内容（要旨） 市の考え方 修正の有無 修正の内容

10

基本施策に、全てのこどもの権利が守られるため仕組みをつくること
を加えてください。基本目標１を実現するためには、基本施策１－
１、基本施策１－２だけではなく、虐待、いじめ、体罰など様々な形
で子どもの権利侵害を受けている子どもたちの権利の回復と救済のた
めの取り組みが不可欠です。
子どもの権利の総合的・包括的な視点で事業横断的に取り組まれる必
要があります。教育委員会や行政機関とは独立した第三者のオンブズ
パーソン、子どもの人権擁護委員等の設置をしてください。「こども
の人権 １１０番」「こどもの人権ＳＯＳミニレター」は学校を通じて
案内配布されていますが、子どもへの十分な説明・周知がされおらず
実際あまり活用されていないと思われます。

本計画では、基本目標６で「虐待やいじめ、犯罪等か
らこどもを守り、こどもが安全に安心して暮らすこと
ができる」を掲げ、それを達成するために、基本施策
６－１で「児童虐待の予防・早期発見・早期対応を推
進する」、６－３で「いじめや不登校、差別や偏見に
苦しむこどもを支援する取組や体制を強化する」を設
定しておりますので、当施策を着実に推進してまいり
ます。

なし ー

11

本計画の基本理念を確実に実現し、こどもの権利を大切にしたまちづ
くりを進めるために、こどもの権利に関する条例の制定を検討してく
ださい。全ての市民がこどもの権利について共通認識を持ち、こども
の権利を保障する関係者の役割の確認、施策の実施と検証、こども参
加や救済の仕組み等を示すための条例が必要です。

本計画では、本市のこども施策全般を体系化したもの
で、基本理念を具体化した７つの基本目標とそれを実
現するための２３の基本施策を設定しております。こ
うした中で、こどもの権利に関する条例の制定につき
ましては、費用対効果の観点からも課題が多いことか
ら、現時点で条例を制定する考えはございませんが、
本計画を着実に推進することで基本理念の実現を図っ
てまいりたいと考えております。

なし ー

12

基本目標２「子育て家庭が地域から切れ目なく支えられ、妊娠・出
産・子育てに対して、孤立感や負担感、経済的な不安を抱くことな
く、健康で、自己肯定感とゆとりを持って、こどもに向き合い、こど
もが健やかに成長できる「まつど」を目指します。」に強く共感し、
実現を期待します。支援が必要な妊産婦の多くは、成育背景において
社会的資本が乏しく、また他者との信頼関係や自己肯定感を育む環境
に恵まれなかったため、社会的に孤立しやすいことを痛感しておりま
す。

本計画の基本目標に共感いただき感謝申し上げます。
ご期待に添えるよう、本計画を着実に推進してまいり
ます。

なし ー

13

「妊娠期から出産・子育てまで一貫して、身近な場所で相談に応じ、
多様なニーズに応じた支援につなぐ伴走型相談支援や、家事・育児支
援を充実させます。」（p.86上段）について、伴走型相談支援や、家
事・育児支援に加え、「生活支援」を追加することを提案します。支
援が必要な妊産婦の「困難さ」は、家庭の経済状況、夫婦関係、こど
もの特性、本人の成育歴、社会的資本の有無などが複雑に絡み合って
いることを実感しています。そのため、支援内容にも柔軟性が求めら
れ、切れ目のない支援メニューの整備が必要だと感じています。具体
的には、家事・育児支援に加え、産前産後に安心して過ごせる一時的
な住居の支援と、妊娠・出産期を孤独に過ごさないための「実家」の
ような生活環境の支援を充実させることを提案します。国において
も、困難を抱える妊産婦等への支援の質の向上を図るため、一時的な
住居や食事提供、その後の養育等に係る情報提供等を行う事業とし
て、「妊産婦等生活援助事業」が創設されており、こども施策におけ
る妊産婦支援の重要性に鑑み、同事業の実施を提案します。

妊産婦が安心した環境の中で子育てと向き合えるよう
生活全般を支援していくことは大変重要であると考え
ます。このため、伴走型相談支援により、妊産婦の
ニーズの詳細を把握し、必要な支援につなぐことに努
めております。今後も継続的な支援のため関係機関と
の連携を図ってまいります。
一時的な住居や食事提供等に関する「妊産婦等生活援
助事業」については、今後事業の実施について検討し
てまいります。

なし ー

14

長男は無痛分娩を実施できる病院で出産できましたが、長女の時は病
院に空きがなく、無痛分娩を実施できる病院での出産ができませんで
した。妊婦の負担を減らす選択肢が取れるよう、病院などへの働きか
けをしていただきたいと考えます。

無痛分娩のニーズが高まっていることは認識しており
ますが、無痛分娩については、産科医療機関の意向や
方針に基づき実施されるものであるため、貴重なご意
見として今後の参考にさせていただきます。

なし ー

（３）妊産婦支援について：６件
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No 意見の内容（要旨） 市の考え方 修正の有無 修正の内容

15

第１子、第２子出産時に産後ケアを利用させていただきとても助かり
ました。我が家は核家族世帯なのでどうしても人手が足りないところ
があるので、産後の体力回復だけでなく、赤ちゃんとの接し方を学ぶ
のにも大きく寄与したと思います。

産後ケア事業をご利用とともに、温かいご意見を頂き
ありがとうございます。今後も、妊産婦やご家族が安
心して子育てできるよう、基本施策2-1「こどもや家
庭に寄り添った相談支援や家事・育児支援を充実させ
る」に掲載の事業と連携し、妊娠期からの切れ目ない
支援の一つとして体制構築を進めてまいります。

なし ー

16

妻が出産直後に産後ケア事業を利用しました。母体の回復ができるこ
とはかなり有用でしたが、費用の関係からその後の体調不良時の利用
は難しいだろうとも感じました。共働きかつ親族の支援が難しい家庭
においては母親の負担が大きいこともあり、費用負担を軽くしていた
だきたいと考えます。

貴重なご意見をありがとうございます。本市の産後ケ
ア事業の利用料は、所得に応じた減免措置を講じてお
ります。また、令和６年に改定された産後ケア事業ガ
イドラインにおいても、産後ケア事業を利用しやすい
環境を整える観点から、所得状況に応じた減免措置を
整えるよう明記されております。既に所得状況に応じ
た一部利用料の軽減を行っておりますが、更なる利用
料の軽減について検討を進めてまいります。

なし ー

17 ５歳児健診があると、就学の不安が減りそうで助かります。
貴重なご意見ありがとうございます。安心して就学で
きるよう、５歳児健診の実施に向けて検討を進めてま
いります。

なし ー

18
インフルエンザのワクチン接種について、こどもは２回必要なので、
費用の助成をしてほしいです。インフルエンザの流行状況を踏まえる
と、希望者は学校で集団接種できるようにしてもいいと思います。

こどものインフルエンザ予防接種の発症の防止効果は
20～60％程度と言われており、感染及び発症予防に重
点を置いた位置づけとなります。また、かつては定期
予防接種として集団接種が実施されておりましたが、
効果に疑問がもたれ、重篤な副反応が疑われる症例が
発生したことから、ワクチンの接種によって、社会全
体の流行を阻止し得ることを積極的に肯定する研究
データが十分に存在しないことから、予防接種法改正
により定期接種の対象から除外され任意接種となった
経緯がございます。そのため、こどものインフルエン
ザ予防接種を含めた任意接種の予防接種の公費助成に
つきましては、個人予防に加えまして、まん延防止の
必要性やその効果が期待できること等、国の動向を注
視しながら、検討してまいりたいと存じます。この度
は貴重なご意見を承り感謝申し上げます。

なし ー

19
保育料について、東京都のように第１子から無償にしないと、こども
産む人は増えません。第２子半額、第３子の無償も、年の離れた兄弟
には適応されないので、対策を講じてほしいです。

保育料の減免拡充や無償化につきましては、ご指摘に
ある少子化対策や、就労人口の確保などの社会的な課
題にアプローチできる施策と考えており、現在も研究
を重ねているところでございますが、この施策の効果
を高めていくためには、自治体単位ではなく全国的な
取組となることがふさわしいとも考えておりまして、
実施につきましては、国や県への働きかけも含めて検
討しているところでございます。

なし ー

（４）経済的支援について：６件

4



No 意見の内容（要旨） 市の考え方 修正の有無 修正の内容

20

長男は小規模認可保育所を利用しましたが、毎月５万円前後の負担が
発生しました。生活を維持するために働かなければならない一方で、
働くためにこどもを預けることで大きな費用負担が発生します。今後
の子育てにかかる金銭的な負担を考えると、利用料の低減や手当の充
実により、実質的な負担をゼロに近づけるべきと考えます。

保育所のご利用には、受益者負担の観点から、保護者
の所得に応じた保育料をご負担いただいております
が、本市の保育料につきましては、国の定める利用者
負担基準額を減額して設定しているところでございま
す。一例をあげますと、最も高い所得階層の世帯の保
育料につきまして、国の基準額が104,000円であるこ
とに対し、本市では、64,700円へと減額し、差額に関
しては、本市が負担しております。保育料のあり方に
つきましては、本市といたしましても、子育て世帯の
経済的な負担軽減対策として重要な課題と認識してお
りますことから、今後も様々な角度から検討を続けて
まいります。

なし ー

21
こどもの医療費助成は、こどもが保育所に入ってから風邪を引くこと
が多くなったのでとても助かりました。

貴重なご意見ありがとうございます。 なし ー

22

我が家には現在こどもが２人（４歳と０歳）いて、３人目、４人目も
産みたいと強く希望していますが、やはり我が家も経済的な事情から2
人が限界ではなかろうかと夫婦で話しています。こどもの税金の控除
等が復活すれば、少しは足しになるかも知れませんが、中々踏み切れ
ない状況です。産めるうちに産めるような状況になるか、宝くじが当
たらないかと願っています。

こうした状況は、本市も承知しておりまして、本計画
書にも掲載させていただきましたが、本市が令和５年
度に実施したアンケート調査では、理想的なこどもの
数が実現できない理由として、就学前児童保護者、小
学５年生保護者、中学２年生保護者のいずれにおいて
も、「子育てや教育にお金がかかりすぎるから」が最
も多くなっております。このように、子育てに関する
経済的負担感は、ライフステージを通じて大きなもの
となっておりまして、妊娠前から切れ目のない経済的
支援が求められておりますが、本市の財政事情に鑑み
ますと、ニーズだけでなく、財源や費用対効果等も総
合的に勘案する必要がございます。妊娠・出産・子育
てに係る経済的負担の軽減については、本市のみなら
ず国全体の課題でもございますが、本市において最も
適した経済的支援のあり方については、引き続き研究
や検討を重ねてまいります。

なし ー

23

松戸市は交通の便もよく、子育て支援も充実しているため、とても魅
力のある市だと思っています。しかしながら、物価や教育費等の高
騰、各種増税により、核家族である私の家庭ではこども2人が限界で
す。国が行うこと、地方自治体が行えること、様々あると思います
が、共働き家庭でも金銭的な問題で3人目を諦めている現状をどうにか
できないか、ご検討いただけると幸いです。

No.22と同様 なし ー

24
小規模保育を増やして、幼稚園での預かり保育を実施するよりも、保
活しなくて済むように、０歳から５歳まで預けられる保育園を増やし
てほしいです。

本市では、０歳から２歳児は小規模保育施設、３歳か
ら５歳児は幼稚園の預かり保育の拡充を中心に整備を
進めております。０～５歳児の認可保育所の整備につ
いては、保育需要等を見極めながら検討してまいりた
いと考えております。

なし ー

25
上の子が新松戸中央保育所さんにお世話になっていますが、先生方は
うちの子の話をじっくり聞いて下さるので、お陰様で楽しく通えてい
ます。どうもありがとうございます。

お子様が保育所で楽しく過ごしているとのお言葉をい
ただき、大変嬉しく思っております。子どもたちが成
長し、学び、遊ぶ大切な場所として、温かいコミュニ
ケーションを心がけ、安心して楽しく過ごせる環境づ
くりにまい進してまいりますので、今後ともご理解と
ご協力を賜りますようお願い申し上げます。

なし ー

（５）保育所について：５件
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26

両親ともに育児休業となったことで、保育所に通う長男は保育短時間
と認定されました。保育所の適正利用という面では仕方がないと思い
ますが、長男が「友達と遊ぶ時間が短くなって寂しい」と言っている
ため、もう少し長い時間利用できると幸いです。

育児休業中は家庭での保育が可能であるため、基本的
には、保育所での「保育の必要性」はありませんが、
松戸市では、退所によって生育環境が変化することが
子どもの発達の上で好ましくないと判断し、保護者が
育児休業を取得した場合でも、例外的に保育所の利用
を継続できるよう取り扱っております。なお、利用時
間につきましては、こうした「保育の必要性」の観点
から、８時間までの短時間認定としておりますのでご
理解いただきたいと思います。

なし ー

27

松戸市に魅力を感じて市内で住宅を購入した反面、こどもが通ってい
る保育園が遠くなり、転園を希望していますが、転居に伴う転園は点
数が低く困っています。経済的な事情で車を持つことが難しいため、
送迎には自転車や電車を利用していますが、このままだと仕事への復
帰は難しいので、転居等による転園にも柔軟に対応できる制度にして
もらえると助かります。それが難しければ、送迎ステーションや登園
バスの拡充などで対応してもらえると、遠方の保育園に割当てされた
ときでも安心できると思います。

本市では選考基準上、転居に伴う転園を希望する場合
（転居後住所が松戸市内に限る）、加点の対象として
おります。また、これまでは育児休業中の場合、転園
はできないものとしておりましたが、保護者様からの
要望をふまえ、令和６年度より転居等により在籍して
いる施設への通園が困難な場合は例外的に転園申込を
受付する運用に変更したところでございます。今後も
引き続き、新規申込と転園申込の選考点数のバランス
を考慮しながら選考基準の見直しをしてまいります。
送迎保育ステーションにつきましては、本市では幼稚
園が保有している園バスを利用する幼稚園型送迎保育
ステーションとして事業を行っております。保育所等
におきましては、乳幼児（0～2歳）の安全面も考慮
し、送迎については難しいものと存じます。何卒ご理
解とご協力をお願いいたします。

なし ー

28
自宅から保育所が離れているので、保育所までの送迎バスがあると助
かります。

公立保育所では、公共交通機関や自家用車、自転車、
徒歩などでの通園をお願いしております。また、民間
保育所につきましては、園バスを所有している保育所
がないことから、送迎の対応は難しいものと存じま
す。入所のお申し込みの際には、できる限り保護者の
皆さまのご希望に沿った保育所をご案内できるよう調
整を行っております。引き続き、地域全体の保育需要
を踏まえ、偏りのない保育環境の整備に努めてまいり
ますので、何卒ご理解とご協力をお願いいたします。

なし ー

29

上の子は今４歳ですが、私たち親だけでなく、松戸のまちに育てても
らっているように感じます。地域の皆様が温かく見守ってくれて、
ほっとるーむや保育所の先生方にも色々と助けてもらい、感謝の念が
絶えません。私たちは松戸市内に家を購入したので、ゆくゆくは同じ
ように手助けする立場になり、地域を支える1人になれたらなと思いま
す。下の子も同じように育てていきたいです。

貴重なご意見ありがとうございます。 なし ー

30
ほっとるーむはアクセスがしやすく、先生方も優しく接していただけ
るため、こどもも大変気に入っていますので、ぜひこのまま継続いた
だけると幸いです。

貴重なご意見ありがとうございます。 なし ー

（６）地域の子育て支援（ほっとるーむ等）について：３件
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No 意見の内容（要旨） 市の考え方 修正の有無 修正の内容

31

ほっとるーむでの子どもの一時預かりについて、預かりの予約を前日
や当日の利用したい時間の直前（例えば１時間前）でも受け付けても
らえると大変助かります。現在、予約は３日前の１６時までと案内さ
れています。しかし、p.112の「保護者の声：保護者が病気になった時
など、急でもこどもを預けられる仕組みがあると、ありがたいで
す。」にあるように、急な体調不良に対応してほしいです。体調を崩
すタイミングは３日前には分かりません。人員配置の点からは難しい
かもしれませんが、例えば急な予約でも対応できるように、常にプラ
ス１名スタッフを配置しておいてはいかがでしょうか。

ほっとるーむの一時預かり予約は原則３日前までとさ
せていただいておりますが、当日の利用状況等によっ
ては受け入れが可能な場合がございます。貴重なご意
見として承り、今後の参考とさせていただきます。

なし ー

32

青少年会館に３×３バスケットボールコートが整備されましたが、他
の公園にもスポーツができて、幼児でも利用できる環境があると助か
ります。親子で遊ぶ際の選択肢が増え、こどものスポーツに対する興
味や関心にもつながります。

公園内のスポーツ活動においては、令和５年にスケー
トボードエリアを整備した松戸運動公園をはじめとし
て、常盤平地区にある金ケ作公園や小金原地区の小金
原公園等比較的規模の大きいグラウンドを備えた公園
では、多くの市民の方にご利用いただいているところ
です。また、幼児を含めた様々な世代の方・身体的な
ハンディキャップをお持ちの方でもご利用いただける
インクルーシブ遊具についても、21世紀の森と広場や
小金原公園へ設置しており、今後も順次さまざまな公
園に設置を行っていく予定です。ご意見いただいたバ
スケットボールのゴールについては、令和７年１月現
在、松戸市が管理する公園においては、大流公園（松
戸市横須賀２丁目・面積約3,200㎡）、つばめ公園
（松戸市小金原２丁目・面積約4,300㎡）の２か所と
なっておりますが、バスケットボールについては、ド
リブル等によるプレー時の音が大きく、近隣への騒音
等の懸念から新規の設置は近年行っていない状況で
す。今後は、地域からの町会単位での要望等があった
際には、公園の規模や特性、周辺環境を踏まえたうえ
で設置の検討を行ってまいります。

なし ー

33
部活動の地域移行について、持続性や質を確保するためには、指導者
への十分な対価が必要だと思います。

貴重なご意見ありがとうございます。部活動の地域展
開の今後の検討において、今後の参考とさせていただ
きます。

なし ー

34

p.107の「基本施策３－１」で「安全安心で質の高い幼児教育・保育を
提供する」と掲げられ、その具体策のひとつとして、p.110に「保育所
（園）への巡回」が挙げられています。このような重大事故防止のた
めの施策は大変有効であると考えられ、高く評価したいと思います。
しかしながら、重大事故防止という観点は保育所だけではなく、放課
後児童クラブや放課後KIDSルームにも必要であると考えます。p.143の
「基本施策５－２　こどもの体験や交流、生活の場となる居場所づく
りを推進する」では、安定的運営と施設の確保はこれまでも十分に取
り組まれていると推察します。その上で「重大事故防止につながる事
業や相談窓口の構築などを計画に取り入れ、より育成の質を上げてい
ただくことを望みます。

放課後児童クラブ及び放課後KIDSルームにおいて、育
成の質の向上及び事故防止の取組として、市職員によ
る定期的な施設の巡回を行い、日々の育成内容や施設
設備の安全確認を実施するとともに、事故報告書から
原因等を分析し、再発防止のため、必要に応じて指導
を行っております。
また、放課後児童クラブについては、市主催の事故防
止に係る研修の開催や、各施設の安全計画に基づく訓
練等の実施確認をしているところでございます。引き
続き、児童の安全で安心な育成を行うため、運営事業
者と連携し、放課後の居場所づくりを推進してまいり
ます。

なし ー

（７）こどもの体験・居場所について：４件
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35
中高生の居場所については地域偏在が見受けられるため、松戸地区、
新松戸地区にも青少年プラザ機能を有する施設を充実させることを望
みます。

松戸市青少年プラザは施設規模も大きく、ほぼ毎日利
用できる状況に対し、他の中高生の居場所は、公共施
設の一部を借りて運営している場合もあり、小規模で
利用時間や曜日が限定されております。今後につきま
しては、開設時間・日数等の増加を図るとともに、ど
の地域においても、こどもたちが気軽に活用できるよ
う、居場所の拡充を進めてまいります。また、こども
一人一人が自分に合った居場所を持てるよう、こども
の意見を聴きながら、こども目線による多様な居場所
づくりを推進してまいります。

なし ー

36
松戸駅や新八柱駅の新京成線との乗換が非常に大変です。特に松戸駅
は改札の幅が狭く、ベビーカーを使っていると出入りが大変です。

松戸市では交通バリアフリー法に基づき「松戸市交通
バリアフリー基本構想」を定め、重点整備地区を中心
に公共交通機関や鉄道駅等の旅客施設周辺のバリアフ
リー化を推進してまいりました。鉄道駅においても、
国が定める「移動等円滑化の促進に関する基本方針」
に基づき、鉄道事業者とともにエレベーターや内方線
付き点字ブロック等の設置など、安全な駅環境づくり
を推進しているところです。ご指摘につきましては貴
重なご意見として承り、今後の事業運営の参考とさせ
ていただきます。

なし ー

37

常盤平－新松戸間は「歩道がガタガタ」「そもそも歩道がない」「路
側帯に電柱があり車道を通行しなければならない」など、危険を感じ
る道が少なくありませんので、全体的に道路の整備を実施してもらえ
ると幸いです。

市内の歩道の維持管理については、日常的なパトロー
ルを行うとともに、市民の皆様からいただいたご要望
について、現地確認を行った上で必要に応じて可能な
限り、対応を行っております。今後も引き続き、安
全・安心に道路を利用できるよう、適正な維持管理に
努めてまいります。

なし ー

38

こどもたちの給食について、地産地消だけでなく、なるべくオーガ
ニック食材を使用してほしいです。難しければ、化学調味料の使用を
避けて、米食を増やしてほしいです。また、コロナ禍以降、机を寄せ
合ってグループで食べる機会が失われ、黙食のような静かな環境で食
べていると聞くので、こどもが楽しく給食を食べられるようにしてほ
しいです。

オーガニック食材については、価格面や各学校で使用
する充分な量の食材の確保など課題があるため、使用
については難しい状況です。だしをとる場合は、かつ
お節や昆布を使用し、化学調味料の使用を避けること
に努めております。各学校の栄養士が学校給食摂取基
準をふまえて、多様な食品を適切に組み合わせて、献
立を作成しており、現段階では、米飯を増やす予定は
ありません。給食時間は、食育の観点からも児童生徒
が食事をしながら大切なコミュニケーションを図る場
であり、人間関係形成能力を身に着ける重要な役割で
あると認識しております。現在、学校給食では、黙食
の指導は、行っておりませが、感染症等が拡大する場
合については、「大きな声での会話を控える」など各
学校、各学級にて対応しております。

なし ー

（８）子育てにやさしい街づくりについて：２件

（９）学校給食について：１件
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39

p.154「基本施策６－１　児童虐待の予防・早期発見・早期対応を推進
する」の「施策の背景」の２点目で、児童虐待相談対応件数の増加が
述べられていますが、児童虐待に至る家庭の多くが、妊娠期から支援
を必要としています。こども家庭審議会の「こども虐待による死亡事
例等の検証結果等について（第１次～第２０次報告）」によると、心
中以外の虐待死事例において、「予期しない妊娠／計画していない妊
娠」「妊婦健康診査未受診」「妊娠届の未提出（母子健康手帳の未交
付）」「若年（１０代）妊娠」が多いことが報告されております。こ
れは、「基本施策６－１」における「妊娠期から子育て期までの支援
を切れ目なく提供し、児童虐待を予防する」施策の重要な背景に該当
すると考えます。そのため、「施策の背景」に、妊娠期・周産期の問
題との関連性についても追記すること提案します。

妊娠期や周産期の課題を背景として、妊娠期から子育
て期までの支援を切れ目なく提供する必要があると認
識しおります。施策の背景に追記します。

あり

p.154「基本施策６－１　児童虐待の予防・早期発
見・早期対応を推進する」の「施策の背景」の3点目
として、以下のとおり追記します。

・こども家庭審議会の「こども虐待による死亡事例等
の検証結果等について（第1次～第20次報告）」によ
れば、虐待による死亡事例（心中以外）の約半数は、
0 歳児が占めており（図表5-7）、その背景には、
「予期しない妊娠／計画していない妊娠」、「妊婦健
康診査未受診」、「妊娠届の未提出（母子健康手帳の
未交付）」、「若年（10代）妊娠」等があるとされて
いることから、妊娠期から切れ目なく家庭に寄り添
い、個々の状況に応じて、必要な支援につなげる必要
があります。

40

p.154「基本施策６－１　児童虐待の予防・早期発見・早期対応を推進
する」の「施策の背景」の３点目に、こども家庭センターと地域の
ネットワークの関係が述べられていますが、目的を達成するために、
「妊産婦・子育て家庭と接点を有し得る多様な関係機関（民間主体を
含む）との日常的な連携関係を構築」に関しても記載することを提案
します。こども家庭庁の「こども家庭センターガイドライン」におけ
る「関係機関との連携について」にあるとおり、こども家庭センター
においては、地域における母子保健や子育て支援に携わっている関係
者との連携が欠かせません。

こども家庭センターは地域のすべての妊産婦・子育て
家庭に対する支援を担うため、母子保健や子育て支援
に携わっている関係者との連携は欠かせません。基本
施策6-1において「要保護児童対策地域協議会等、地
域のネットワーク」と示しているとおり、多様な支援
機関と連携して適切な支援を行います。

なし ー

41

p.161「基本施策６－３」では、「いじめや不登校、差別や偏見に苦し
むこどもを支援する取組や体制を強化する」ため、多くの施策を掲げ
ています。現在、松戸市では「松戸市いじめ対策基本方針」の策定を
進めていることから、基本施策６－３のどこかに「松戸市いじめ対策
基本方針」を強調するような文言を取り入れるべきと考えます。

現在、社会総がかりのいじめ防止対策を推進できるよ
う、いじめ防止対策推進法第１２条の規定や、国の
「いじめの防止等のための基本的な方針」を踏まえ、
「松戸市いじめ防止基本方針」の策定を進めておりま
す。
本計画においても、「いじめ相談・いじめ防止対策」
事業の事業概要に「松戸市いじめ防止基本方針」を盛
り込むよう進めてまいります。

あり

p.168：No.176「いじめ相談・いじめ防止対策」の
「概要」に、以下のとおり追記します。

児童生徒や保護者等からのいじめに関する相談体制を
充実させるため、いじめ電話相談を運営します。ま
た、いじめ防止対策委員会を設置し、いじめの未然防
止・早期発見に努めています。そして、令和７年４月
からは、「松戸市いじめ防止基本方針」を策定、施行
します。

42

松戸市のこども発達センターは基本的に就学前まで対応しているが、
就学後に発達の課題が顕著になるケースも多くなっています。しか
し、教育、療育、支援、発達に関する相談先が不明確で、家庭や学校
でも困惑することが多いので、１８歳まで対応できるこども発達セン
ターの機能が望まれます。また、学習障害のこどもたちについても、
専門的な療育や訓練を行ってもらえる場所も明確になっておらず、市
外や遠方まで行かざる得ない状況なので、学習障害に特化したセン
ターの設立も望まれていると思います。

貴重なご意見ありがとうございます。ご案内のとお
り、こども発達センターは、早期発見・早期療育の観
点から、基本的には就学前のお子様を対象としており
ます。切れ目のない支援の必要性は認識しております
が、現状の施設規模や人員配置上、現時点では対象年
齢の拡大は困難なものと考えております。

なし ー

（10）児童虐待、いじめ等への対応について：３件

（11）児童発達支援、障害児支援等について：１２件
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No 意見の内容（要旨） 市の考え方 修正の有無 修正の内容

43

重度の障害があるお子さんについては、放課後児童クラブだと受入れ
は困難で、放課後等デイサービスについても、受入れ先を見つけるこ
と自体が難しい上、長期休み中では受入れは早くて朝９時以降がほと
んどです。こうした状況では、保護者がフルタイムや正規雇用で働く
のは困難であり、短時間勤務等についても、収入や仕事内容の面から
難しい場合もあるので、預かり先がスムーズに確保できる体制や、保
護者が不在でも居宅で見守りをしてもらえるような支援が求められて
いると思います。

これまでも「松戸市重症心身障害児通所支援事業所開
所延長支援補助金」等により、事業所の開所時間の延
長支援を通じて、保護者の負担軽減に寄与しておりま
す。当課所管の附属機関における会議において、委員
より「法的には雇用関係の中で対応すべき問題であ
る」旨、ご意見いただき、同会議内で共有させていた
だいていることに鑑みても、事業所の開所延長につい
ては、個々の利用のマッチング、事業所の健全経営を
前提とした人員の確保及び配置等、複数の要素が絡
み、実効性に関し難しい面もあると認識しております
が、今後も朝９時以前の開所を促すなど、保護者の負
担軽減への寄与に努めてまいります。

なし ー

44
発達に課題があるこどもの学びを切れ目なく支援するためにも、福祉
と教育の縦割りをなくし、子ども部、福祉長寿部、教育委員会が連携
して、教育現場での施策を進めてほしいです。

ご意見のとおり、福祉と教育の縦割りをなくして切れ
目のない支援を提供することは、行政にとって喫緊の
課題であると考えております。特に未就学期から就学
期へと転換する時期には、お子さんを取り巻く環境が
大きく変化し、必要な支援が行き届きにくい状況がご
ざいます。教育現場と連携した支援は、教育委員会だ
けで実施することは困難であることから、必要な支援
のニーズを把握したうえで、福祉部門と教育委員会が
課題を共有し、情報連携していけるような仕組みを検
討してまいります。

なし ー

45

放課後等デイサービス（放デイ）の利用においては、定員の問題や人
手不足、障害特性により受入れが難しい状況が続いています。保護者
や相談員は複数の施設を探し回る必要があり、受入れまでかなりの期
間を要するケースも少なくないです。そのため、受入れ状況や対応可
能な障害特性等の事業所情報の一元化や、個々のこどもに応じた支援
のコーディネートが望まれます。また、福祉分野の人材不足が課題と
なる中、児童発達支援・放デイ事業所の連絡協議会を設置する等によ
り事業所間の連携を進め、お互いの業務内容や得意な障害分野等が共
有できれば、人材育成や人材協力等、相互支援体制の構築にもつなが
ると思います。こうした協議会をサポートしたり、市民へ情報発信を
効果的に行うためにも、こども発達センターの中に児童発達支援・放
デイの情報収集・コーディネート機能があるとよいと感じます。

貴重なご意見ありがとうございます。児童発達支援・
放デイ事業所に対する支援につきましては、こども発
達センターにおいて研修会の開催や連絡体制を構築
し、地域通所事業所の強化を目指します。ただし、こ
ども発達センターは就学前児童への療育に特化してい
ることから、就学後の児童が通う事業所への支援は、
民間の事業所の協力を得る等、面的に対応してまいり
ます。

なし ー

46

松戸市は、医療的ケア児のみならず、発達障害のこどもの短期入所施
設についても十分には整っていないので、その確保は喫緊の課題だと
感じます。保護者とこどもの関係がうまくいかず、少し距離を置いた
ほうがいい場合や、専門的な視点で生活のリズムや服薬の効果を見極
められる場所が発達障害のこどもにも必要です。障害を持つこどもの
兄弟にとっても、自分たちにしっかり親の目が向く時間を確保してい
くことは、兄弟の育ちにとっても非常に大切だと思います。

施設の設置は、地域の需要とそれに対応する専門職、
場所の確保等、設置する側の経営的な判断に基づく面
が大きいですが、短期入所施設のニーズは、市におい
ても把握しており、引続き「松戸市医療的ケア児等の
家族に対するレスパイトケア事業補助金」を通じて、
介護者のレスパイト・きょうだい児支援を担う事業所
の受け入れ体制を整備してまいります。

なし ー

47

学習障害などは就学以降に学習困難で発見されることが多いが、増え
続けるグレーゾーン支援はこのままでは膨らむ一方なので、就学以降
に支援につながりやすくする上でも、「事業所ガイドブックの作成及
び公表」（p.179）、「支援者向け早期相談支援マップの作成及び周知
啓発」(p.181）や、保護者自身でまとめる「ライフサポートファイ
ル」（p.179）、保護者が障害について支援について学ぶ「支援者向け
ペアレントトレーニング研修会」（p.181）等、行政だけでなく保護者
や支援者等の関係者の学びを推進するのはよいことです。

ご意見ありがとうございます。関係機関と連携しつ
つ、引続き支援者および保護者の支援をおこなってま
いります。

なし ー
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48

こどもの障害についての告知は、現場の職員にとっても負担となるの
で、民間団体とも連携しながら、保護者が気負わずに障害について知
る機会を増やしてはどうでしょうか（健診会場で楽しい啓発ブースを
設ける等）。

こどもの発達については、受け取り方や反応が様々で
あるため、保護者に伝える際は、個々に合わせた対応
が必要であると認識しております。引続き関係機関と
連携しつつ、支援者向けのペアレント・プログラム等
の研修会等を実施し、地域での支援体制の整備を図っ
てまいります。

なし ー

49
読書バリアフリーの取組として、図書館や学校の図書室等で「りんご
の棚」の設置を推進してはどうでしょうか。

松戸市立図書館では「本の楽しみ方サポートコー
ナー」という名前で年代を隔てず点字の本、大活字
本、LLブック、布の絵本などをまとめて紹介しており
ますので、引き続きこうした取組を推進してまいりま
す。また、学校図書館については、図書館長である学
校長を中心とし、各学校にて、実態に応じた選書や配
置を行っており、まさに「りんごの棚」の理念にかな
う場所であると考えております。今後も、全ての児童
生徒を対象とした、親しみやすい学校図書館の運営を
推進してまいります。

なし ー

50

p.182「指導者の人材育成（個別の指導計画の活用・交流及び共同学習
の実施）」について、現状の教員だけで賄うのには限界があるため、
船橋市のように「スクールアシスタント」等を採用してはどうでしょ
うか。

今後とも会計年度任用職員の採用等、人材の確保に努
めてまいります。

なし ー

51

情緒学級のひとクラスの最大児童数は８名ですが、１名の教員と１名
の補助員では対応に限界があります。特にかんしゃくを起こす児童の
対応に追われると、他の児童は自習にせざるを得ず、学習障害を持つ
児童は何も手につかず１日を終えることも頻繁にありました。教員と
補助員の人員体制を変更せずに運営する場合、８名という児童数設定
を見直す必要があります。教育委員会へ補助員の増員を要望しました
が、「規定の人数で問題はない」とされました。しかし、現場ではま
ともに授業を受けられる状況ではありません。

「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標
準に関する法律」により、特別支援学級の１学級の児
童生徒数は８人を標準としています。そのため、１学
級に対して配置される教員の定数は、所属する児童生
徒数に応じて変わってきます。個別に支援が必要な児
童生徒に対しては、保護者と協議しながら支援員や看
護師などを派遣することもございます。

なし ー

52

情緒学級では、聴覚過敏やかんしゃく、学習障害など様々な特性を持
つ児童が混在しています。特に学習障害を持つ児童は学びづらそうな
状況が目立ちます。また、紙媒体の教材に依存している学校では、読
み書き障害を持つ児童の学びが止まってしまうこともあります。ICT機
器は非常に有効なツールですが、現場では合理的配慮としての導入が
進んでいません。学習障害を持つ児童に特化したクラスを設けること
で、児童も教員もより適切なカリキュラムを進めやすい環境が整うと
考えます。また、ICT機器（例：マルチメディアデイジー等）の活用方
法についても教員への研修を強化し、紙媒体と並行した授業運営がで
きる環境整備が必要です。

学習障害などの様々な特性のある児童生徒への支援方
法については、今後も各校への啓発及び研修内容の充
実に努めてまいります。また、ICT教材(デイジー教科
書等）の活用方法についても研修会等を通して、教職
員への理解を深めてまいります。

なし ー

53
外国人の児童生徒に対するフォローが不十分だと感じます。各学校
で、学級誌や手紙、長期休みの宿題等をフォローする人員が必要で
す。

対象の児童生徒へのフォローは、担任だけでなく学校
体制で対応するように各学校に指導していきます。加
えて、日本語指導などが充実するように日本語指導補
助員や日本語ボランティアといった人員を適宜配置し
てまいります。

なし ー
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54
第６章の子ども・子育て支援事業計画ですが、「量の見込み」「確保
方策」の内容がわかりづらいと思います。

p.198に記載のとおり、子ども・子育て支援事業計画
における「量の見込み」とは、各種事業や施設の需要
（利用者数等）の見込み、「確保方策」とは、「量の
見込み」に対応するための供給目標（施設の定員等）
を表しておりますが、需給計画という性質上、数値や
数表の記載が中心となり、これまでも見づらい、わか
りにくいといったご意見をいただいております。その
ため、第６章の子ども・子育て支援事業計画について
は、数値や数表の見える化（グラフ化等）や、デザイ
ン・レイアウトを工夫する等、読みやすさの向上を図
ります。

あり

「第６章　子ども・子育て支援事業計画」の部分につ
いては、数値や数表の見える化（グラフ化等）やデザ
イン、レイアウト等を工夫することにより、可読性、
視認性、判読性の向上を図ります（調整中）。

（12）子ども・子育て支援事業計画について：１件
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